
.

令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

※複数の駐車場を有する事業にあっては、駐車場ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

年

㎡ 台

団 体 名 ： 盛岡市

事 業 名 ： 駐車場整備事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

非適
法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

平成9年12月27日

別添１２－１

1

13209 459

構 造 広場式

駐 車 場 使 用 面 積 収 容 台 数

営 業 時 間 ０時～２４時

種 類
届出駐車場

附置義務駐車施設

駅 建設後（建替後）の経過年数

盛岡市駐車場整備事業経営戦略

民 間 活 用 の 状 況

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

 イ　指定管理者制度

事　業　形　態

事 業 開 始 年 月 日

指定管理者制度

 ア　民間委託

施 設 名

立 地

職 員 数

23

盛岡駅西口地区駐車場



（２） 料　金　形　態

（３） 現在の経営状況

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

※近隣駐車場に比較して減免を行っている場合は、その点についても記載すること。

駐車場需要の見通し

　盛岡駅に近接しており，近隣にマリオスやアイーナなどの複合施設も立地していることから，安定した集客が期待できる。

区分 時間

14,000円

単位 料金

普通駐車

7時～18時

30分 100円

最大

料金収入の見通し

1,000円

18時～23時 1時間 100円

23時～7時 1時間 80円

18時～7時 最大 800円

　屋外平面駐車場であり，区画線や場内舗装の補修を行いながら施設の維持を図る。収益力が高く，敷地も広大であることから，
立体化など，より高度化した利用の検討を行う。

回数券 11枚綴り 1,000円

定期券 全日 1ヶ月

　近年，増収傾向にあり，今後も安定した収入が見込まれる。周辺民間駐車場の動向を調査し，適正価格の設定に努める。

施設の見通し

　経営比較分析表を参照のこと。



（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

・指定管理料については，可能な限り経費を抑えられるよう，指定管理者の更新時に見直しを行う。
・駐車料金精算機器等のリース品については，最小の経費で導入できるように，導入可能機器を検討する。

　アイーナの附置義務駐車場であり，盛岡駅及び盛岡駅西口地区の各施設の利用者の利便に供することを目的とする。

組織の見通し

　今後の駐車場のあり方に合わせて，適切な職員配置を行う。

・毎年400万円程度の修繕費（三駐車場合計）を計上し，日常的な修繕の対応を行う。
・指定管理者と連携を図り，今後の修繕箇所や設備投資について検討を行う。

・駐車場使用料収入が主な財源である。



①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

公営企業として実施する
必 要 性

当該駐車場は，公の施設であり，条例で設置されたものであることから，確実に駐車場の経営を継
続する必要がある。

経営戦略 の事 後検 証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

主に毎月の報告書により進捗管理を行い，指定管理者更新時や大規模改修時等のタイミングで経
営戦略の見直しを行う。

委 託 料 指定管理者制度を導入し，業務を委託する。

職 員 給 与 費 市職員１人（兼務）

事 業 の 意 義 、 提 供 す る
サービス自体の必要性

盛岡駅及び盛岡駅西口地区の各施設の利用者の利便に供する。

施設の設置目的や利用状況などから総合的に判断を行う。

投 資 の 平 準 化

資産の有効活用等による
収 入 増 加 の 取 組

盛岡駅利用者等の長時間駐車により，料金収入の増加を図る。

料 金

繰 入 金 繰入金なし

定期的に周辺の民間駐車場を調査し，適正な価格設定に努める。

企 業 債

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

企業債なし

民 間 活 用 指定管理者と連携を図り，民間企業のノウハウを活用する。

利用者増加に向けた取組 有人管理であることを生かし，親切で安全なサービスを提供する。

駐車場の配置の適正化

修繕箇所や設備投資をすべき箇所を精査し，計画的な投資を行う。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要



グラフ凡例
当該施設値（当該値）

類似施設平均値（平均値）

令和元年度全国平均

経営比較分析表（令和元年度決算）
岩手県盛岡市　盛岡駅西口地区駐車場

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡)

無 12,783 ■

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ３Ｂ１ 非設置 駅

－

該当数値なし 届出駐車場 附置義務駐車施設 広場式 21 459 200 代行制 【】

分析欄

1.収益等の状況 3.利用の状況 1. 収益等の状況について
・使用料収入はここ数年において安定しており、大
幅な黒字施設である。

H27 H28 H29 H30 R01 H28 H29 H30 R01H30 R01 H27

当該値 240.0 253.9 262.6 258.4 246.4

H27 H28 H29

2. 資産等の状況について
平均値 419.4 371.0 509.2 378.1 756.6 平均値 3.2 2.9

当該値 173.2 183.0 191.7 192.8 193.0当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

274.8 275.5 289.2 ・収益力が高い上、広大な敷地を有する施設である
ため、現状維持または、より高度化した利用を検討
していくべき施設である。

3. 利用の状況について
・収益と同じく、利用者数も安定している。

H29 H30 R01

2.資産等の状況

6.0 3.8 2.0 平均値 269.0 276.6

H28 H29 H30 R01 H27 H28H27 H28 H29 H30 R01 H27

94,517 92,726 88,332当該値 58.3 60.6 61.9 61.3 59.4

平均値 22 16 21 17 15

当該値 80,219 89,354当該値 0 0 0 0 0

平均値 6,967 7,138 8,131 8,076 8,265平均値 38.2 34.6 37.6 30.2 33.9

⑦敷地の地価(千円)
全体総括
・今後も収支の維持を図り、必要な維持補修などを
行いながら、事業を継続していく。

1,909,070

⑧設備投資見込額(千円)

H27 H28 H29 H30 R01 H27 H28 H29 H30 R01H30 R01

 0.0 0.0 0.0 当該値 0.0当該値     
68,380

H27 H28 H29

平均値   

 当該値    

平均値      

0.0

62.4 83.1 54.7   平均値 70.5 59.2
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①収益的収支比率(％)
【619.1】
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⑩企業債残高対料金収入比率(％)
【425.4】
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⑨累積欠損金比率(％)
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⑥有形固定資産減価償却率(％)
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②他会計補助金比率(％)
【2.3】
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③駐車台数一台当たりの他会計補助金額(円)
【17】
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⑪稼働率(％)
【205.9】
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④売上高ＧＯＰ比率(％)
【20.8】
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⑤ＥＢＩＴＤＡ(千円)
【14,290】

該当数値なし 該当数値なし



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 令和元年度令和２年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 148,665 84,940 119,718 119,718 119,718 119,718 119,718 119,718 119,718 119,718 119,718 119,718

（１） (B) 148,603 84,881 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661

ア 148,603 84,881 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661

イ (C)

ウ

（２） 62 59 57 57 57 57 57 57 57 57 57 57

ア

イ 62 59 57 57 57 57 57 57 57 57 57 57

２ (D) 60,333 57,306 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215

（１） 60,333 57,306 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215

ア

イ 60,333 57,306 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215 58,215

（２）

ア

イ

３ (E) 88,332 27,634 61,503 61,503 61,503 61,503 61,503 61,503 61,503 61,503 61,503 61,503

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 62,850 454 46,557 46,557 46,557 46,557 46,557 46,557 46,557 46,557 46,557 46,557

（１）

（２） (H)

（３）

（４） 62,850 454 46,557 46,557 46,557 46,557 46,557 46,557 46,557 46,557 46,557 46,557

（５）

３ (I) △ 62,850 △ 454 △ 46,557 △ 46,557 △ 46,557 △ 46,557 △ 46,557 △ 46,557 △ 46,557 △ 46,557 △ 46,557 △ 46,557

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

令和12年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和３年度令和４年度令和５年度令和６年度令和７年度令和８年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和９年度令和10年度令和11年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 令和元年度令和２年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和12年度令和３年度令和４年度令和５年度令和６年度令和７年度令和８年度令和９年度令和10年度令和11年度

(J) 25,482 27,180 14,946 14,946 14,946 14,946 14,946 14,946 14,946 14,946 14,946 14,946

(K)

(L)

(M)

(N) 25,482 27,180 14,946 14,946 14,946 14,946 14,946 14,946 14,946 14,946 14,946 14,946

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 148,603 84,881 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661 119,661

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 令和元年度令和２年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和８年度令和９年度令和10年度令和11年度令和12年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

令和３年度令和４年度令和５年度令和６年度令和７年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金


